
25年度要求の
うち、 

について一部
を前倒し。 

支出先：民間
企業等 

使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業費 ４９７百万円 【24年度補正】 

制度開始 

使用済小型電子機器等
の再資源化の促進に関
する法律 
（平成25年度施行予定） 

多くの市町村と事業者の参加の下で、使用済小型電子機器等のリサイクル制度を実施し、廃棄物の減量化・有
用金属の再資源化を行うことで、循環型社会形成の推進と資源の安定供給を確保する。 

①多くの自治体の 
参加 

②認定事業者による円滑な
再資源化事業の実施 

①市町村における効率的な
回収システムの構築支援 

②認定事業者における過疎 
地域等を含めた再資源化事 

業体制の構築支援 
資源小国の我が国におい
ては、使用済小型電子機
器等を活用し有用金属を再
生することがきわめて重要。 

制度構築のカギ 

③国民・市町村への 
参加の呼びかけ 

安定した制度の構築 

中間処理施設 金属製錬 

金属回収（委託or売却） 

 

中間処理（委託） 

 

回収 

排出 

回収ボックス    or 
資源ゴミの新区分 or
ピックアップ 

循環利用 

静脈物流（委託） 

集積所 国 民 

自 治 体 認定事業者 

④使用済小型電子機器等
の排出後フローの把握 

③不適正な輸出によ
る海外流出の防止 


